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新 発 田 市 
 
 

 



議 案 番 号 件 名 

議 第１０２号 

 
議 第１０３号 

 

議 第１０４号 
 

議 第１０５号 

 
議 第１０６号 

 

議 第１０７号 

 
議 第１０８号 

 
議 第１０９号 

 

議 第１１０号 
 

議 第１１１号 

 
議 第１１２号 

 

議 第１１３号 

 
議 第１１４号 

 

議 第１１５号 
 

専決処分の承認について

（平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第５号）） 

専決処分の承認について

（平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第６号）） 

専決処分の承認について

（平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第７号）） 

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第８号）議定 
について 

平成２９年度新発田市土地取得事業特別会計補正予算

（第１号）議定について

平成２９年度新発田市国民健康保険事業特別会計補正予算

（第３号）議定について

平成２９年度新発田市介護保険事業特別会計補正予算

（第４号）議定について

平成２９年度新発田市後期高齢者医療特別会計補正予算 
（第４号）議定について 

平成２９年度新発田市農業集落排水事業特別会計補正予算 
（第４号）議定について  

平成２９年度新発田市下水道事業特別会計補正予算（第４号） 
議定について 

平成２９年度新発田市宅地造成事業特別会計補正予算 
（第２号）議定について 

平成２９年度新発田市西部工業団地造成事業特別会計補正

予算（第２号）議定について 

平成２９年度新発田市食品工業団地造成事業特別会計補正

予算（第２号）議定について 

平成２９年度新発田市コミュニティバス事業特別会計補正 
予算（第１号）議定について 



議 案 番 号 件 名 

議 第１１６号 

 
議 第１１７号 
 

平成２９年度新発田市藤塚浜財産区特別会計補正予算

（第２号）議定について

平成２９年度新発田市水道事業会計補正予算（第２号）議定

について
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議第１０２号

専 決 処 分 の 承 認 に つ い て

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第５号）について、次のとおり専決処分したの

で承認を得たい。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨



− 2−



− 3−

専決第２０号

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第５号）

平成２９年度新発田市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

上記のとおり地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により専決処分

する。

平成３０年１月１２日

新発田市長 二階堂 馨

 



− 4−



− 5−



− 6−



− 7−



− 8−



− 9−



− 10 −



− 11 −



− 12 −



− 13 −



− 14 −



− 15 −
 

議第１０３号

専 決 処 分 の 承 認 に つ い て

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第６号）について、次のとおり専決処分したの

で承認を得たい。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨



− 16 −



− 17 −

専決第２１号

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第６号）

平成２９年度新発田市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

上記のとおり地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により専決処分

する。

平成３０年１月２９日

新発田市長 二階堂 馨

 



− 18 −



− 19 −



− 20 −



− 21 −



− 22 −



− 23 −



− 24 −



− 25 −



− 26 −



− 27 −



− 28 −
 

議第１０４号

専 決 処 分 の 承 認 に つ い て

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第７号）について、次のとおり専決処分したの

で承認を得たい。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨



− 29 −
 

議第１０４号

専 決 処 分 の 承 認 に つ い て

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第７号）について、次のとおり専決処分したの

で承認を得たい。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨



− 30 −

専決第２４号

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第７号）

平成２９年度新発田市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

上記のとおり地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により専決処分

する。

平成３０年２月５日

新発田市長 二階堂 馨

 



− 31 −

専決第２４号

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第７号）

平成２９年度新発田市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

上記のとおり地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により専決処分

する。

平成３０年２月５日

新発田市長 二階堂 馨

 



− 32 −



− 33 −



− 34 −



− 35 −



− 36 −



− 37 −



− 38 −



− 39 −



− 40 −



− 41 −



− 42 −
 

議第１０５号

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第８号）

平成２９年度新発田市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。

（地方債の補正）

第３条 既定の地方債の追加、変更は、「第３表地方債補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨



− 43 −
 

議第１０５号

平成２９年度新発田市一般会計補正予算（第８号）

平成２９年度新発田市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 既定の繰越明許費の追加は、「第２表繰越明許費補正」による。

（地方債の補正）

第３条 既定の地方債の追加、変更は、「第３表地方債補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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− 45 −



− 46 −



− 47 −



− 48 −

第２表　繰越明許費補正

（追　加）

２ 総務費 １ 総務管理費 住民情報システム管理運営事業 1,109千円

款

２ 道路橋りょう費

２ 道路橋りょう費

事　　業　　名

４ 衛生費

６ 農林水産業費  

６ 農林水産業費

８ 土木費

８ 土木費

４ 都市計画費

８ 土木費

８ 土木費

８ 土木費

８ 土木費

項

２ 清掃費

１ 農業費 

２ 林業費

１ 土木管理費

２ 道路橋りょう費 21,010千円

8,900千円

95,010千円

102,320千円

7,010千円

金　　額

8,824千円

22,236千円

5,409千円

4,291千円

街なみ環境整備事業

し尿等下水道投入施設運営事業

農業法人化支援事業

林道整備事業

国土調査事業

道路維持管理事業

市道改良整備事業

８ 土木費 ３ 河川費 県営急傾斜地崩壊対策参画事業 6,300千円

消雪施設新設事業

橋りょう修繕事業２ 道路橋りょう費
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第３表　地方債補正

（追　加）

％以内

普通貸借又
は証券発行

防 災 基 盤 整 備 事 業 政府資金又は県貸付金について
はその融資条件により、銀行その
他の場合はその債権者と協定す
る。

ただし、市財政の都合により、
据置期間及び償還期限を短縮し、
若しくは繰上償還又は低利に借換
えをすることができる。

ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資 金 な ど
で、利率見
直しを行っ
た後につい
ては、当該
見直し後の
利 率 と す
る。

利率 償還の方法

千円

起債の目的 限度額 起債の方法
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（変　更）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 利率

千円 ％以内 千円 ％以内

児童福祉施設

整 備 事 業

上 水 道 事 業 〃 〃 〃 〃 〃 〃

農 業 基 盤 〃 〃 〃 〃 〃 〃

整 備 事 業

道路整備事業 〃 〃 〃 〃 〃 〃

急 傾 斜 地 〃 〃 〃 〃 〃 〃

対 策 事 業

都市計画事業 〃 〃 〃 〃 〃 〃

自 然 災 害 〃 〃 〃 〃 〃 〃

防 止 事 業

義務教育施設 〃 〃 〃 〃 〃 〃

整 備 事 業

社会教育施設 〃 〃 〃 〃 〃 〃

整 備 事 業

臨 時 財 政 〃 〃 〃 〃 〃 〃

対 策 債

ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資 金 な ど
で、利率見
直しを行っ
た後につい
ては、当該
見直し後の
利 率 と す
る。あああ
あ あ

政府資金又
は県貸付金に
ついてはその
融資条件によ
り、銀行その
他の場合はそ
の債権者と協
定する｡あ あ
あただし、市
財政の都合に
より、据置期
間及び償還期
限を短縮し、
若しくは繰上
償還又は低利
に借換えをす
ることができ
る。ああああ

あ

補 正 前
と 同 じ

補 正 前
と 同 じ

補 正 前
と 同 じ

起債の目的
補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

起債の方法 償還の方法

普通貸借又
は証券発行
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− 52 −



− 53 −



− 54 −



− 55 −



− 56 −



− 57 −



− 58 −



− 59 −



− 60 −



− 61 −



− 62 −



− 63 −



− 64 −



− 65 −



− 66 −



− 67 −



− 68 −



− 69 −



− 70 −



− 71 −



− 72 −



− 73 −



− 74 −



− 75 −



− 76 −



− 77 −



− 78 −



− 79 −



− 80 −



− 81 −



− 82 −



− 83 −



− 84 −



− 85 −



− 86 −



− 87 −



− 88 −



− 89 −



− 90 −



− 91 −



− 92 −



− 93 −



− 94 −



− 95 −



− 96 −



− 97 −



− 98 −



− 99 −



− 100 −



− 101 −



− 102 −



− 103 −



− 104 −



− 105 −



− 106 −



− 107 −



− 108 −



− 109 −



− 110 −



− 111 −



− 112 −



− 113 −



− 114 −



− 115 −



− 116 −



− 117 −



− 118 −



− 119 −



− 120 −



− 121 −



− 122 −

給　　　　　与　　　　　費

共 済 費 合　　計 備　　考
給　　料

期末手当
年間支給
率(月分)

地域手当
寒 冷 地
手　　当

給　与　費　明　細　書(一般会計)

１　特　別　職

区　　　分
計

人 千円 千円

職員数

千円 千円 千円 千円 千円

報　　酬
その他の
手　　当

千円 千円

補正後

長　　等 3 22,449
7,162

58 48 29,717 6,102 35,819
(3.30)

議　　員 27 129,916
41,085
(3.30)

171,001 51,803 222,804

その他の
特 別 職

3,559 562,313 562,313 79,175 641,488

計 3,589 692,229 22,449 48,247 58 48 763,031 137,080 900,111

補正前

長　　等 3 22,449
7,054

87 48 29,638 6,082 35,720
(3.25)

議　　員 27 129,912
40,463

170,375 51,803 222,178
(3.25)

その他の
特 別 職

3,564 566,529 566,529 82,053 648,582

計 3,594 696,441 22,449 47,517 87 48 766,542 139,938 906,480

比　較

長　　等
108

△29 79 20 99
(0.05)

議　　員 4
622

626 626
(0.05)

その他の
特 別 職

△5 △4,216 △4,216 △2,878 △7,094

計 △5 △4,212 730 △29 △3,511 △2,858 △6,369
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

２　一　般　職

（１）総　括

区　　分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備　　　考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後
）

2,738,490 1,956,919 4,695,409
（ 19 

879,517 5,524,670
776 

859,156 5,554,565
774 

）

比　　較
）

△65,754

1,840,909 4,645,153補正前 2,804,244

116,010 50,256 △20,361 29,895
△2 

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

職員手当
の 内 訳

区　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当

寒 冷 地
手　　当

管 理 職
手　　当

宿 日 直
手　　当

特殊勤務
手　　当

時 間 外
勤務手当

通勤手当 住居手当
管理職員
特別勤務
手　　当

退職手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後 72,732 624,194 419,908 8,917 70,422 93 1,945 161,435 41,607 36,540 1,400 517,726

補正前 74,583 652,563 426,438 9,222 71,147 93 1,717 1,400 369,048

比　較 △1,851 △28,369 △6,530 △305 7,897 △2,473 △540

153,538 44,080 37,080

148,678

区　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

△725 228

給　　料 △65,754千円 給与改定に伴う増減分 5,512千円 給与改定の状況
　給料の改定率　　0.24%
給与改定実施時期
　平成29年4月1日

その他の増減分 △71,266千円 退職による増減 職員の異動状況
△7,187千円 （現に在職する職員数）

　補正前 776人 
　補正後 774人 

その他による増減
△2人 △64,079千円 　増　減

　採　用 ―人 
採用退職等の状況

　退　職 △2人 
　その他 ―人 

25,772千円 
職員手当 116,010千円 給与改定に伴う増減分 26,991千円 期末手当

勤勉手当

その他の増減分 89,019千円 退職による増減 扶養手当
△3,283千円 △29,588千円 期末手当

勤勉手当
その他による増減 寒冷地手当

92,302千円 管理職手当
特殊勤務手当
時間外勤務手当 7,897千円 
通勤手当 △2,473千円 

（ 20 

（ △1 

△32,302千円 

△305千円 

△1,851千円 

△725千円 

住居手当 △540千円 
退職手当 148,678千円 

228千円 

1,219千円 
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（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　任　給

　　ウ　級別職員数

　　　　　　　補　正　な　し

区　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職 そ の 他 の 一 般 職

30年1月1日現在

平均給料月額(円) 290,460 275,223 294,388

平均給与月額(円) 329,912 299,201 320,778

平 均 年 齢 (歳) 40.9 47.0 41.9

29年10月1日現在

平均給料月額(円) 287,172 272,497 293,948

平均給与月額(円) 329,931 291,198 317,571

平 均 年 齢 (歳) 40.6 46.9 41.6

その他の一般職(円)
区　　　分

一般行政職 技能労務職 その他の一般職 国

144,500 147,100 147,100 144,500

　　　　　(円) 　　　　　(円) 　　　　　(円) 一般行政職(円) 技能労務職(円)

147,100

大　学　卒 179,200 － 179,200 179,200 － 179,200

高　校　卒 147,100

区　　　分

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 そ の 他 の 一 般 職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

30年1月1日現在

8 級 8 級 8 級

7 級 2 0.3 7 級 7 級

6 級 34 5.6 6 級 6 級 6 5.8

5 級 91 15.1 5 級 16 23.5 5 級 11 10.5

4 級 137 22.8 4 級 21 30.9 4 級 32 30.8

3 級 116 19.3 3 級 2 2.9 3 級 23 22.1

2 級
（ 17 ） （ 100 ）

2 級
） （ －（ 2 ） （ 100 ） ）

131 21.8 15 22.1 23 22.1
2 級

（ －

1 級 91 15.1 1 級 14 20.6 1 級 9 8.7

計
（ 17 ） （ 100 ） （ － ） （

計
（ 2 ） （ 100 － ）

602 100.0 68 100.0 104 100.0

）
計

29年10月1日現在

8 級 8 級

3 級 117 19.4 3 級

8 級

7 級 2 0.3 7 級 7 級

6 級 34 5.7 6 級 6 級 6 5.8

5 級 91 15.1 5 級 16 23.5 5 級 10 9.6

4 級 137 22.7 4 級 21 30.9 4 級 33 31.7

2 2.9 3 級 23 22.1

2 級
（ 18 ） （ 100 ）

2 級
（ 2 ） （ 100 ）

2 級
（ － ） （ － ）

131 21.7 15 22.1 23 22.1

1 級 91 15.1 1 級 14 20.6 1 級 9 8.7

計
（ 18 ） （ 100 ） （ － ） （

計
（ 2 ） （ 100 － ）

603 100.0 68 100.0 104 100.0

）
計

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

　　(級別の標準的な職務内容)
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　　エ　昇給

　　　　　　　補　正　な　し

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び早期退職募集に係る退職手当

　　　　　　　補　正　な　し

　　キ　地域手当

　　　　　　　該　当　な　し

　　ク　特殊勤務手当

　　　　　　　補　正　な　し

　　ケ　その他の手当

　　　　　　　補　正　な　し

2.075

区      分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計  職制上の段階、職務の

備　　　考
６月（月分） 12月（月分） （月　分）  級等による加算措置

有
2.325 4.40

補 正 後
（ 1.05 ） （ 1.25

補 正 前 有
（ 1.05 ） （

2.075 2.225 4.30

国の制度
（ 1.05 ） （ 1.25

2.075
） （ 2.30 ）

有
2.325 4.40

※（　）内は再任用職員の支給期別支給率

1.20 ） （ 2.25 ）

） （ 2.30 ）
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

民 生 △ 4,800

衛 生 △ 200

農 林 水 産

（うち財源対策債分）

（うち臨時公共事業債分）

土 木 △ 117,800

（うち財源対策債分）

（うち臨時公共事業債分）

消 防

教 育 △ 1,800

（うち財源対策債分）

（うち臨時財政特例債分）

△ 50,256

減 税 補 塡 債

臨 時 財 政 対 策 債 △ 50,256

合         計

（ 注 ） 「 当該年度中起債見込額 」 中 「 補正前の額 」 欄には、平成２８年度繰越事業分 （ １７５，１００千円 ） を含む。

普 通 債

そ の 他

当該年度末
現 在 高
見 込 額補正前の額 補正額 補正後の額 補正前の額 補正額 補正後の額

地 方 債 の 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 及 び 当 該
年度末における現在高の見込みに関する調書

区                         分
前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額

 

議第１０６号

平成２９年度新発田市土地取得事業特別会計補正予算（第１号）

平成２９年度新発田市の土地取得事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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議第１０６号

平成２９年度新発田市土地取得事業特別会計補正予算（第１号）

平成２９年度新発田市の土地取得事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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− 130 −



− 131 −
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− 133 −



− 134 −



− 135 −



− 136 −



− 137 −
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議第１０７号

平成２９年度新発田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

平成２９年度新発田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 事業勘定は、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 施設勘定は、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

３ 事業勘定及び施設勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並び

に補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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議第１０７号

平成２９年度新発田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）

平成２９年度新発田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 事業勘定は、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 施設勘定は、既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 千円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

３ 事業勘定及び施設勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並び

に補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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事 業 勘 定
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事 業 勘 定
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− 144 −



− 145 −



− 146 −



− 147 −



− 148 −



− 149 −



− 150 −



− 151 −



− 152 −



− 153 −
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

通勤手当
216千円 住居手当
3千円 

△1,700千円 時間外勤務手当

△1,529千円 
△4,178千円 勤勉手当 △1,168千円 

その他の増減分 △4,178千円 その他による増減 期末手当

30千円 
勤勉手当 550千円 

職員手当 △3,598千円 給与改定に伴う増減分 580千円 期末手当

―人 　その他

―人 
　退　職 ―人 
　採　用
採用退職等の状況

―人 　増　減

18人 
　補正前 18人 
　補正後

△3,879千円 （現に在職する職員数）
その他の増減分 △3,879千円 その他による増減 職員の異動状況

　平成29年4月1日
給与改定実施時期
　給料の改定率　　0.28%

給　　料 △3,741千円 給与改定に伴う増減分 138千円 給与改定の状況

3 216

区　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　考

比　較 △1,499 △618 △1,700

4,000 1,033 579

1,036 795

補正前 300 14,004 9,215 1,184

千円

補正後 300 12,505 8,597 1,184 2,300

千円 千円 千円 千円 千円 千円

時 間 外
勤務手当

通勤手当 住居手当
管理職員
特別勤務
手　　当

退職手当

千円 千円 千円 千円 千円

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

職員手当
の 内 訳

区　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当

寒 冷 地
手　　当

管 理 職
手　　当

宿 日 直
手　　当

特殊勤務
手　　当

△3,598 △7,339 △1,258 △8,597比　　較
（ ）

△3,741

30,315 92,676 18,721 111,397
18 

17,463 102,800
18 

補正前
（ 1 ）

62,361

千円 千円

補正後
（ 1 ）

58,620 26,717 85,337

給　　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円

２　一　般　職

（１）総　括

区　　分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共　済　費 合　　　計 備　　　考
報　　酬

給　与　費　明　細　書(国民健康保険事業特別会計・事業勘定)

１　特　別　職
　　　　　　　補　正　な　し
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（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　任　給

　　ウ　級別職員数

　　　　　　　補　正　な　し

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

100.0

　　(級別の標準的な職務内容)

－ ）

15 100.0 3
計

（ － ） （
計

1 級

計
（ 1 ） （ 100 ）

1 級 5 33.3 1 級

） （ － ）

3 20.0
2 級

（ －100 ）
2 級

3 級 1 33.3

2 級
（ 1 ） （

4 級 4 26.7 4 級 4 級 1 33.3

1 33.4

5 級 1 6.7 5 級 5 級

7 級

6 級 6 級 6 級

8 級

7 級 7 級

29年4月1日現在

8 級 8 級

3 級 2 13.3 3 級

－ ）

15 100.0 3 100.0
計

（ － ） （
計

1 級

計
（ 1 ） （ 100 ）

1 級 5 33.3 1 級

）

3 20.0
2 級

（ － ） （ －

1 33.3

2 級
（ 1 ） （ 100 ）

2 級

4 級 1 33.3

3 級 2 13.3 3 級 3 級

4 級 4 26.7 4 級

33.4

5 級 1 6.7 5 級 5 級

6 級 6 級 6 級 1

8 級

7 級 7 級 7 級

級 職員数(人) 構成比(％)

30年1月1日現在

8 級 8 級

区　　　分

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 そ の 他 の 一 般 職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

147,100

大　学　卒 179,200 179,200 179,200 179,200

高　校　卒 147,100 147,100 147,100

　　　　　(円) 　　　　　(円) 　　　　　(円) 一般行政職(円) 技能労務職(円) その他の一般職(円)

34.0 49.6

区　　　分
一般行政職 技能労務職 その他の一般職 国

29年4月1日現在

平均給料月額(円) 225,713 363,200

平均給与月額(円) 256,771 397,035

平 均 年 齢 (歳)

平均給与月額(円) 243,979 396,489

平 均 年 齢 (歳) 34.10 50.3

区　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職 そ の 他 の 一 般 職

30年1月1日現在

平均給料月額(円) 230,500 359,879
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　　エ　昇給

　　　　　　　補　正　な　し

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び早期退職募集に係る退職手当

　　　　　　　補　正　な　し

　　キ　地域手当

　　　　　　　該　当　な　し

　　ク　特殊勤務手当

　　　　　　　該　当　な　し

　　ケ　その他の手当

　　　　　　　補　正　な　し

※（　）内は再任用職員の支給期別支給率

） （ 2.30 ）
有

2.325 4.40
国の制度

（ 1.05 ） （ 1.25
2.075

補 正 前 有
（ 1.05 ） （ 1.20 ） （

） （ 2.30 ）
有

2.325 4.40
補 正 後

（ 1.05 ） （ 1.25
2.075

区      分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計  職制上の段階、職務の

備　　　考
６月（月分） 12月（月分） （月　分）  級等による加算措置

2.25 ）

2.075 2.225 4.30
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施 設 勘 定
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− 160 −



− 161 −



− 162 −



− 163 −



− 164 −



− 165 −



− 166 −



− 167 −
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比　較 1 6

補正後 1,217 4,972

補正前 1,216 4,966

43

区　分
地域手当

初 任 給
調 整
手 当

千円 千円

比　較 △99 △237 △37 △3 30

2,730 290 186

229

補正前 288 3,696 2,417 29 729

千円

補正後 189 3,459 2,380 29 729 2,727 320

千円 千円 千円 千円 千円 千円

時 間 外
勤務手当

通勤手当 住居手当
管理職員
特別勤務
手　　当

退職手当

千円 千円 千円 千円 千円

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

職員手当
の 内 訳

区　分
扶養手当 期末手当 勤勉手当

寒 冷 地
手　　当

管 理 職
手　　当

宿 日 直
手　　当

特殊勤務
手　　当

△296 △1,076 △226 △1,302比　　較
（ ‐ ）

△780

16,547 30,700 4,976 35,676
3 

4,750 34,374
3 

補正前
（ ‐ ）

14,153

千円 千円

補正後
（ ‐ ）

13,373 16,251 29,624

職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円

２　一　般　職

（１）総　括

区　　分
職員数

給　　　　　与　　　　　費
共　済　費 合　　　計 備　　　考

報　　酬 給　　料

給　与　費　明　細　書(国民健康保険事業特別会計・施設勘定)

１　特　別　職
　　　　　　　補　正　な　し
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

△824千円
その他の増減分 △452千円 扶養手当

給与改定に伴う増減分 156千円

1千円 地域手当

4千円 
勤勉手当 145千円 

職員手当 △296千円 期末手当

―人 　その他

1人 
△1人 　退　職

　採　用
1,768千円 採用退職等の状況

―人 
その他による増減

　増　減

3人 
△2,562千円 　補正前 3人 

退職による増減 　補正後
その他の増減分 △794千円 （現に在職する職員数）

職員の異動状況

　平成29年4月1日
給与改定実施時期
　給料の改定率　　0.19% 

給　　料 △780千円 給与改定に伴う増減分 14千円 給与改定の状況

説　　　　　明 備　　　　　考区　分 増　減　額 増減額の増減事由別内訳

初任給調整手当

その他による増減
372千円

勤勉手当

通勤手当
時間外勤務手当
特殊勤務手当

退職による増減

△3千円 
△182千円 

30千円 
43千円 

6千円 

△99千円 
期末手当 △241千円 
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（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　任　給

　　ウ　級別職員数

　　　　　　　補　正　な　し

　　(級別の標準的な職務内容)

1 100.0 2 100.0計計

1 級

計

1 級 1 級

2 級2 級

3 級 2 100.0

2 級

4 級 4 級 1 100.0 4 級

5 級 5 級 5 級

7 級

6 級 6 級 6 級

8 級

7 級 7 級

29年4月1日現在

8 級 8 級

3 級 3 級

1 100.0 2 100.0計計

1 級 1 50.0

計

1 級 1 級

2 級2 級

1 50.0

2 級

4 級

3 級 3 級 3 級

4 級 4 級 1 100.0

5 級 5 級 5 級

6 級 6 級 6 級

8 級

7 級 7 級 7 級

級 職員数(人) 構成比(％)

30年1月1日現在

8 級 8 級

区　　　分

一 般 行 政 職 医　　師　　職 看  護　師　職

級 職員数(人) 構成比(％) 級 職員数(人) 構成比(％)

－

大 学 ６ 卒 －

看護師養成所卒
(短大３卒)

－ － （168,600） － － (197,100)

博士課程修了 － 331,100 － － 331,100

－

看 護 師 職(円)

国

　　　　　(円) 　　　　　(円) 　　　　　(円) 一般行政職(円) 医　師　職(円)

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 (歳) 56.5 50.6

区　　　分
一般行政職 医　師　職 看 護 師 職

平均給与月額(円)

平 均 年 齢 (歳) 57.2 47.6

29年4月1日現在

平均給料月額(円) 559,400 309,100

区　　　　　分 一　般　行　政　職 医　 　師 　　職 看 　護　 師 　職

30年1月1日現在

平均給料月額(円) 559,400 278,700

1,381,096 305,385

1,375,296

246,400 － － 246,400

328,912
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　　エ　昇給

　　　　　　　補　正　な　し

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び早期退職募集に係る退職手当

　　　　　　　補　正　な　し

　　キ　地域手当

　　　　　　　補　正　な　し

　　ク　特殊勤務手当

　　　　　　　補　正　な　し

　　ケ　その他の手当

　　　　　　　補　正　な　し

※（　）内は再任用職員の支給期別支給率

） （ 2.30 ）
有

2.325 4.40
国の制度

（ 1.05 ） （ 1.25
2.075

補 正 前 有
（ 2.25 ）

2.075

（ 1.05 ）

） （ 2.30 ）
有

2.325 4.40
補 正 後

（ 1.05 ） （ 1.25
2.075

区      分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計  職制上の段階、職務の

備　　　考
６月（月分） 12月（月分） （月　分）  級等による加算措置

2.225 4.30

（ 1.20 ）
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議第１０８号

平成２９年度新発田市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）

平成２９年度新発田市の介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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議第１０８号

平成２９年度新発田市介護保険事業特別会計補正予算（第４号）

平成２９年度新発田市の介護保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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− 180 −



− 181 −
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− 185 −
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− 188 −
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− 191 −



− 192 −



− 193 −



− 194 −
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

）

19 

（ ‐ ）

19 

△600千円 

その他の増減分

期末手当

△1,524千円 

28千円 

その他の増減分 △2,879千円

給　　料

給与改定に伴う増減分

住居手当

職員手当 △2,648千円

―人 

―人 

その他による増減

617千円 

―人 

勤勉手当

　退　職

千円

△3,293千円

29千円 

千円

957

19人 

　給料の改定率　　0.23%

給与改定実施時期

373

備　　　　　考

　平成29年4月1日

説　　　　　明

（現に在職する職員数）△2,879千円

4,400

406

職員の異動状況

　その他

216

　補正後
　補正前 19人 

千円

管理職員
特別勤務
手　　当

退職手当

△33△600

増減額の増減事由別内訳

給与改定に伴う増減分 131千円

741

9,708

47610,360

給与改定の状況

△1,496△112 △652

△2,748千円

29

増　減　額

比　較

千円

5,000

千円

管 理 職
手　　当

△464

補正前

千円

（ ‐ ）

区　分

690

勤勉手当

476

29

5814,037

15,533

578

千円

補正後

補正前

比　　較

68,222

65,474
（ ‐

千円

特殊勤務
手　　当

職員手当
の 内 訳

扶養手当
区　分

補正後

千円

期末手当

△2,748 △2,648

101,457

寒 冷 地
手　　当

30,587

△5,396

宿 日 直
手　　当

区　　分

千円千円

33,235

共　済　費

96,061

人
給　　料

千円

職員数
報　　酬

千円

給　　　　　与　　　　　費

千円
職員手当

121,989

計
千円

勤勉手当

扶養手当

20,532

20,068

千円千円

△5,860

通勤手当

寒冷地手当

116,129

　採　用

時 間 外
勤務手当

住居手当

千円

△112千円 
期末手当

その他による増減

採用退職等の状況

645千円

△1,269千円 

時間外勤務手当
△33千円 通勤手当
216千円 

△3,293千円

―人 

　増　減

給　与　費　明　細　書(介護保険事業特別会計)

１　特　別　職
　　　　　　　補　正　な　し

（１）総　括

備　　　考

２　一　般　職

合　　　計
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（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　任　給

　　ウ　級別職員数

　　　　　　　補　正　な　し

- ）（

1 級

14 100.0

（ 100

5 100.0
計

（ - ）
計

）

1 級 4 28.6 1 級

計
（ 1 ）

（ -（ - ）
2 級

）

3 21.4
2 級

（ 1 ） （ 100 ）

100.0

3 級

4 級 5

3 級

2 級

4 級 2 14.3 4 級

5 級 2 14.3 5 級 5 級

7 級

6 級 6 級 6 級

8 級

7 級 7 級

計

29年4月1日現在

8 級 8 級

3 級 3 21.4

- ）

14 100.0 5 100.0

） （ - ） （
計

1 級

計
（ - ） （ -

1 級 4 28.6 1 級

）

3 21.4
2 級

（）
2 級

） （ --
2 級

（ - ） （ -

5 100.0

3 級 3 21.4 3 級

4 級 2 14.3 4 級

2 14.3 5 級 5 級

6 級 6 級

30年1月1日現在

8 級 8 級

7 級

5 級

7 級 7 級

6 級

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

技能労務職
区　　　分

147,100147,100高　校　卒

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)29年4月1日現在

　　　　　(円)

平 均 年 齢 (歳) 36.0

一般行政職

平均給料月額(円)

その他の一般職

平均給与月額(円)

一　般　行　政　職

30年1月1日現在

平 均 年 齢 (歳)

262,143

区　　　　　分

315,207

国

一般行政職(円)

48.11

級 職員数(人)職員数(人) 構成比(％)

そ の 他 の 一 般 職

8 級

3 級

147,100

構成比(％)

179,200

4 級

そ の 他 の 一 般 職

179,200 179,200

技 能 労 務 職

構成比(％)

147,100

級

大　学　卒 179,200

区　　　分

一 般 行 政 職

職員数(人)

技能労務職(円)

49.8

257,693

288,917

技　能　労　務　職

395,889

その他の一般職(円)

354,784

296,960

　　　　　(円)

級

　　(級別の標準的な職務内容)

　　　　　(円)

36.9

302,993
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　　エ　昇給

　　　　　　　補　正　な　し

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び早期退職募集に係る退職手当

　　　　　　　補　正　な　し

　　キ　地域手当

　　　　　　　該　当　な　し

　　ク　特殊勤務手当

　　　　　　　該　当　な　し

　　ケ　その他の手当

　　　　　　　補　正　な　し

） （ 2.30 ）
有

2.325 4.40
国の制度

（ 1.05 ） （ 1.25
2.075

有

2.30 ）
有

補 正 前

2.075 2.325 4.40
（ 1.20

補 正 後
（ 1.05 ） （ 1.25 ）

 級等による加算措置
備　　　考

支 給 率 計  職制上の段階、職務の

※（　）内は再任用職員の支給期別支給率

（

区      分
６月（月分）

支 給 期 別 支 給 率

12月（月分） （月　分）

2.075 2.225 4.30

） 2.25 ）1.05 ） （ （
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議第１０９号

平成２９年度新発田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第４号）

平成２９年度新発田市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

）

4 

（ ‐ ）

職員手当

318134

700 134 318

備　　　　　考

　平成29年4月1日

給与改定に伴う増減分102千円 102千円
勤勉手当

給与改定実施時期

96千円 

　給料の改定率　　0.38%

6千円 

給与改定の状況

期末手当

千円

78

21,1743,44417,730

140

住居手当

29

289

管 理 職
手　　当

時 間 外
勤務手当

38千円

比　　較

比　較

補正前

千円

区　分

149

6

増　減　額

1,758

給与改定に伴う増減分

給　与　費　明　細　書(後期高齢者医療特別会計)

千円

21,4633,593

（１）総　括

１　一　般　職

共　済　費

補正後

補正前 5,70512,025

5,80712,063
（

（ ‐

17,870

千円千円 千円
‐ ）

4 

計区　　分
職員数

人 千円
職員手当給　　料

千円千円

給　　　　　与　　　　　費

報　　酬

千円千円

千円

千円

備　　　考合　　　計

千円

区　分

78

2,694

2,688

102

寒 冷 地
手　　当

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

退職手当

千円

38

勤勉手当

説　　　　　明

期末手当

増減額の増減事由別内訳

扶養手当

千円

管理職員
特別勤務
手　　当

特殊勤務
手　　当

宿 日 直
手　　当

700

通勤手当

千円

給　　料 38千円

補正後
職員手当
の 内 訳

千円

29

96

1,854



− 213 −

（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　任　給

　　ウ　級別職員数

　　　　　　　補　正　な　し

4 100.0
計計

1 級

計
（ - ） （ - ）

1 級 1 25.0 1 級

1 25.0
2 級

）
2 級2 級

（ - ） （ -

4 級

3 級

4 級 1 25.0 4 級

5 級 5 級 5 級

6 級 6 級

7 級 7 級

3 級

8 級

7 級

6 級

計

29年10月1日現在

8 級 8 級

3 級 1 25.0

4 100.0

）
計計

（ - ） （ -

2 級
）

1 級

3 級

2 級
（ - ） （ -

1

25.0 4 級

2 級
25.0

1 級 1 25.0 1 級

3 級 1 25.0 3 級

5 級

8 級

4 級

5 級

4 級

　　(級別の標準的な職務内容)

30年1月1日現在

8 級

7 級 7 級

1

5 級

6 級

179,200

一般行政職

　　　　　(円) 技能労務職(円)

区　　　　　分

8 級

6 級

7 級

級構成比(％)

その他の一般職(円)

その他の一般職

6 級

そ の 他 の 一 般 職

構成比(％)職員数(人)

そ の 他 の 一 般 職

技　能　労　務　職一　般　行　政　職

179,200

147,100

国

大　学　卒

147,100

平 均 年 齢 (歳)

一般行政職(円)

33.2

267,454

級 職員数(人)

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

　　　　　(円)

30年1月1日現在

255,000

248,975

33.5

平均給与月額(円) 270,046

平均給料月額(円)

区　　　分

級 構成比(％)職員数(人)

平均給与月額(円)

技能労務職

平均給料月額(円)

平 均 年 齢 (歳)

高　校　卒

29年10月1日現在

　　　　　(円)
区　　　分
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議第１１０号

平成２９年度新発田市農業集落排水事業特別会計補正予算（第４号）

平成２９年度新発田市の農業集落排水事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 既定の地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨

　　エ　昇給

　　　　　　　補　正　な　し

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び早期退職募集に係る退職手当

　　　　　　　補　正　な　し

　　キ　地域手当

　　　　　　　該　当　な　し

　　ク　特殊勤務手当

　　　　　　　該　当　な　し

　　ケ　その他の手当

　　　　　　　補　正　な　し

）

2.075 2.225 4.30

（ 1.05 ）

2.30

12月（月分）

2.325
補 正 後

（

区      分

）
4.402.075

有

（月　分）

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

６月（月分）

） （

補 正 前

4.40
1.05 ） （

） （1.05 1.25

2.325
1.25 ）

（

国の制度
（

※（　）内は再任用職員の支給期別支給率

2.075

1.20 ）

2.30 ）
有

（ 2.25

（

有

 職制上の段階、職務の
備　　　考

 級等による加算措置



− 215 −
 

議第１１０号

平成２９年度新発田市農業集落排水事業特別会計補正予算（第４号）

平成２９年度新発田市の農業集落排水事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めると

ころによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 既定の地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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第２表　地方債補正

（変　更）

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 利率

千円 ％以内 千円 ％以内

農 業 集 落

排 水 事 業

補 正 前
と 同 じ

補 正 前
と 同 じ

補 正 前
と 同 じ

補　　　　　正　　　　　前
起債の目的

補　　　　　正　　　　　後
起債の方法 償還の方法

普通貸借又
は証券発行

ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資 金 な ど
で、利率見
直しを行っ
た後につい
ては、当該
見直し後の
利 率 と す
る。あああ
あああああ
あ あ あ あ

政府資金又
は県貸付金に
ついてはその
融資条件によ
り、銀行その
他の場合はそ
の債権者と協
定する｡あああ
あただし、市
財政の都合に
より、据置期
間及び償還期
限を短縮し、
若しくは繰上
償還又は低利
に借換えをす
ることができ
る。ああああ

あ
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− 221 −



− 222 −



− 223 −



− 224 −



− 225 −
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

△ 200

△ 200

（注）「当該年度中起債見込額」中「補正前の額」欄には、平成２５年度繰越事業分（４０，０００千円）を含む。

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額 当該年度末
現 在 高
見 込 額補正前の額 補正額 補正後の額 補正前の額 補正額

地 方 債 の 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 及 び 当 該
年度末における現在高の見込みに関する調書

合         計

補正後の額

農業集落排水事業債

（ う ち 臨 時 財 政 特 例 債 分 ）

区                         分
前 年 度 末
現 在 高
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議第１１１号

平成２９年度新発田市下水道事業特別会計補正予算（第４号）

平成２９年度新発田市の下水道事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 千円を減額し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法（昭和 年法律第 号）第 条第 項の規定により翌年度に繰り越

して使用することができる経費は、「第２表繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第３条 既定の地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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第２表　繰越明許費

事　　業　　名 金　　額

２ 事業費 １ 事業費 中条浄化センター建設参画事業 5,378千円

款 項
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第３表　地方債補正

（変　更）

起債の方法 利率 償還の方法 限度額 利率

千円 ％以内 千円 ％以内

下 水 道 事 業

起債の目的
補　　　　　正　　　　　後

起債の方法 償還の方法

普通貸借又
は証券発行

ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資 金 な ど
で、利率見
直しを行っ
た後につい
ては、当該
見直し後の
利 率 と す
る。あああ
あああああ
あ あ あ あ

政府資金又
は県貸付金に
ついてはその
融資条件によ
り、銀行その
他の場合はそ
の債権者と協
定する｡あああ
あただし、市
財政の都合に
より、据置期
間及び償還期
限を短縮し、
若しくは繰上
償還又は低利
に借換えをす
ることができ
る。ああああ

あ

補 正 前
と 同 じ

補 正 前
と 同 じ

補　　　　　正　　　　　前
限度額

補 正 前
と 同 じ
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− 233 −



− 234 −



− 235 −



− 236 −



− 237 −



− 238 −



− 239 −



− 240 −



− 241 −



− 242 −



− 243 −



− 244 −



− 245 −
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

19 

（ ）

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

70

補正前

比　　較 231

（ 1 ）

19 

（ 1 ）

職員手当 75千円

86千円 給与改定の状況

727千円給与改定に伴う増減分

△652千円 その他による増減

勤勉手当
期末手当△652千円

通勤手当
寒冷地手当

給　　料

△363千円 

161

324

千円千円

宿 日 直
手　　当

238 3,900 1,382

△8千円 

千円

通勤手当 住居手当
時 間 外
勤務手当

千円

　平成29年4月1日

24,149

24,079

千円 千円

142,817

142,586

退職手当
管理職員
特別勤務
手　　当

　給料の改定率　　0.13%
給与改定に伴う増減分

2,993 377

18,309

1,390

区　分

職員手当
の 内 訳

△24

348

寒 冷 地
手　　当

千円

12,436

千円

344

2,785

比　較

補正後

増減額の増減事由別内訳

18,333

△208

増　減　額

補正前 12,092

86千円

238

千円

千円

118,66878,946

△29

報　　酬

39,647

86 75

39,722

特殊勤務
手　　当

勤勉手当期末手当扶養手当

（１）総　括

千円 千円
職員手当

千円

区　　分
合　　　計共　済　費

計
備　　　考

区　分

千円

78,860

千円

２　一　般　職

職員数

人
給　　料

給　　　　　与　　　　　費

補正後

118,507

324

千円千円

管 理 職
手　　当

千円

備　　　　　考

△8

説　　　　　明

3,900

給与改定実施時期

扶養手当その他の増減分 △208千円 

△29千円 

勤勉手当

△44千円 

20千円 期末手当
707千円 

給　与　費　明　細　書(下水道事業特別会計)

１　特　別　職
　　　　　　　補　正　な　し
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（３）給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　任　給

　　ウ　級別職員数

　　　　　　　補　正　な　し

19 100.0
計計計

（ 1 ） （ 100 ）

1 級 1 級

2 級

1 級

2 10.5

100 ）
2 級

3 級

2 級
（ 1 ） （

4 級 12 63.2 4 級 4 級

5 級 1 5.3 5 級 5 級

7 級

6 級 6 級 6 級

8 級

7 級 7 級

29年4月1日現在

8 級 8 級

3 級 4 21.0 3 級

19 100.0
計

）
計計

（ 1 ） （ 100

1 級 1 級 1 級

2 10.5
2 級2 級

（ 1 ） （ 100 ）
2 級

3 級 4 21.0 3 級 3 級

5 級

4 級 12 63.2 4 級 4 級

5 級 1 5.3 5 級

30年1月1日現在

8 級 8 級 8 級

7 級7 級 7 級

6 級 6 級

※（　）内は、再任用短時間勤務職員数（外書き）

　　　　　(円)

44.11

179,200

147,100

一　般　行　政　職

　　(級別の標準的な職務内容)

その他の一般職(円)

国

平均給与月額(円)

そ の 他 の 一 般 職

構成比(％)

6 級

技能労務職(円)

級 職員数(人) 構成比(％)構成比(％) 職員数(人)

技 能 労 務 職

職員数(人)級

147,100

大　学　卒

高　校　卒

区　　　分

一 般 行 政 職

179,200

平 均 年 齢 (歳)

　　　　　(円) 一般行政職(円)

366,852

　　　　　(円)

技能労務職

29年4月1日現在

336,168平均給料月額(円)

一般行政職
区　　　分

30年1月1日現在

平 均 年 齢 (歳)

339,884

45.8

平均給与月額(円)

平均給料月額(円)

技　能　労　務　職区　　　　　分 そ の 他 の 一 般 職

372,152

その他の一般職

級
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　　エ　昇給

　　　　　　　補　正　な　し

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び早期退職募集に係る退職手当

　　　　　　　補　正　な　し

　　キ　地域手当

　　　　　　　該　当　な　し

　　ク　特殊勤務手当

　　　　　　　該　当　な　し

　　ケ　その他の手当

　　　　　　　補　正　な　し

（ 2.25 ）

4.30

（ 1.05 ） （ 1.20 ）

※（　）内は再任用職員の支給期別支給率

） （ 2.30 ）
有国の制度

（ 1.05 ） （ 1.25

有
2.075 2.325 4.40

補 正 前 有
2.075 2.225

補 正 後
（ 1.05 ） （ 1.25 ） （ 2.30

６月（月分）
区      分 備　　　考

12月（月分） （月　分）  級等による加算措置

2.075

）

支 給 率 計支 給 期 別 支 給 率

2.325 4.40

 職制上の段階、職務の
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千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

△ 90,500

△ 90,500

（ 注 ） 「 当該年度中起債見込額 」 中 「 補正前の額 」 欄には、平成２８年度繰越事業分 （ １１４，０００千円 ） を含む。

地方債の前年度末における現在高及び当該
年度末における現在高の見込みに関する調書

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額

下 水 道 事 業 債

補正後の額

（ う ち 臨 時 財 政 特 例 債 分 ）

合         計

区                         分
当該年度末
現 在 高
見 込 額補正前の額 補正額 補正後の額 補正前の額 補正額
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議第１１２号

平成２９年度新発田市宅地造成事業特別会計補正予算（第２号）

平成２９年度新発田市の宅地造成事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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− 253 −



− 254 −



− 255 −



− 256 −



− 257 −



− 258 −



− 259 −



− 260 −



− 261 −



− 262 −



− 263 −
 

議第１１３号

平成２９年度新発田市西部工業団地造成事業特別会計補正予算（第２号）

平成２９年度新発田市の西部工業団地造成事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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− 265 −



− 266 −



− 267 −



− 268 −



− 269 −



− 270 −



− 271 −



− 272 −



− 273 −



− 274 −



− 275 −



− 276 −



− 277 −
 

議第１１４号

平成２９年度新発田市食品工業団地造成事業特別会計補正予算（第２号）

平成２９年度新発田市の食品工業団地造成事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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− 279 −



− 280 −



− 281 −



− 282 −



− 283 −



− 284 −



− 285 −



− 286 −



− 287 −



− 288 −
 

議第１１５号

平成２９年度新発田市コミュニティバス事業特別会計補正予算（第１号）

平成２９年度新発田市のコミュニティバス事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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議第１１５号

平成２９年度新発田市コミュニティバス事業特別会計補正予算（第１号）

平成２９年度新発田市のコミュニティバス事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 千円を追加し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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− 291 −



− 292 −



− 293 −



− 294 −



− 295 −



− 296 −



− 297 −



− 298 −



− 299 −



− 300 −
 

議第１１６号

平成２９年度新発田市藤塚浜財産区特別会計補正予算（第２号）

平成２９年度新発田市の藤塚浜財産区特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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議第１１６号

平成２９年度新発田市藤塚浜財産区特別会計補正予算（第２号）

平成２９年度新発田市の藤塚浜財産区特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 千円を減額し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ 千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算

の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。

平成３０年２月２７日提出

新発田市長 二階堂 馨
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− 303 −



− 304 −



− 305 −



− 306 −



− 307 −



− 308 −



− 309 −



− 310 −



− 311 −



− 312 −



− 313 −

議第１１７号

第１条　平成２９年度新発田市水道事業会計補正予算(第２号)は、次に定めるところによる。

第２条　平成２９年度新発田市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的

　収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

第１款　水道事業収益

第１項　営業収益

第２項　営業外収益

第３項　特別利益

　

第１款　水道事業費用

第１項　営業費用

第２項　営業外費用

第３条　予算第４条本文括弧書中、資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額「８７９,０３

　１千円」を「９２５,８６３千円」に、当年度分損益勘定留保資金「４６３,４７９千円」を「５

　１０,３１１千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

第１款　資本的収入

第１項　企業債

第２項　出資金

第３項　工事負担金

第５項　国庫支出金

　

第１款　資本的支出

第１項　建設改良費

第４項　返還金

平成３０年２月２７日提出

新発田市長　　二 階 堂   馨

64,796千円

46,176千円

18,191千円

40,176千円

643,702千円△90,069千円

6,000千円

△50,300千円437,400千円

△749千円

科 目 ）

2,263千円

科 目 ）

2,092,537千円

189,129千円

387,100千円

△5,336千円

計 ）

1,893,728千円

△7,839千円

計 ）補 正 額 ）

1,891,225千円 2,503千円

181,290千円

△45,500千円

補 正 額 ）

227,844千円

平成２９年度新発田市水道事業会計補正予算(第２号)

科 目 ） 計 ）(既決予定額） 補 正 額 ）

収 入

1,915,595千円

補 正 額 ）

305,001千円

1,915,895千円

226,872千円

計 ）

(既決予定額）

972千円

第４条　予算第８条に定めた経費の予定額を次のとおり補正する。　　

145,629千円

0千円 2,263千円

（１） 職員給与費

支 出

科 目 ）

(既決予定額）

300千円

2,220,697千円 2,250,437千円

収 入

101千円 18,090千円

316,351千円

科 目 ）

733,771千円

190,649千円 △45,020千円

29,740千円

補 正 額 ）

支 出

11,350千円

1,569,565千円△43,237千円

計 ）

1,055,914千円1,101,414千円

1,612,802千円

65,545千円

2,087,201千円

(既決予定額）

(既決予定額）
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（収　入）

既決予定額 補正額 計

水道事業収益

営業収益

その他営業収益 手数料

営業外収益

加入金 加入金

他会計補助金 △2,050 他会計補助金 △2,050

長期前受金戻入 長期前受金戻入

特別利益

過年度損益 過年度損益修正益
修正益

（支　出）

既決予定額 補正額 計

△5,336

営業費用

原水及び浄水費 △16,916 給料

手当

賞与引当金繰入額

光熱水費

通信運搬費 △1,500

工事請負費 △2,500

委託料 △7,000

手数料 △5,500

動力費

薬品費 △1,500

配水費 給料

手当

賞与引当金繰入額

委託料

動力費

給水費 給料

手当

賞与引当金繰入額

総係費 給料

手当

賞与引当金繰入額

法定福利費

退職給付費 △270

光熱水費

貸倒引当金繰入額

平成２９年度新発田市水道事業会計補正予算(第２号)実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

（単位：千円）

款　項　目 備考

（単位：千円）

水道事業費用

備考款　項　目

（支　出）

既決予定額 補正額 計

減価償却費 有形固定資産減価償却費

資産減耗費 固定資産除却費

たな卸資産減耗費

営業外費用 △7,839

支払利息及び △7,839 企業債利息 △7,839

企業債取扱諸費

備考

（単位：千円）

款　項　目
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（支　出）

既決予定額 補正額 計

減価償却費 有形固定資産減価償却費

資産減耗費 固定資産除却費

たな卸資産減耗費

営業外費用 △7,839

支払利息及び △7,839 企業債利息 △7,839

企業債取扱諸費

備考

（単位：千円）

款　項　目
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（収　入）

既決予定額 補正額 計

資本的収入 △90,069

企業債 △50,300

企業債 △50,300 建設改良費等の財源に充てる △50,300

ための企業債

出資金 △749

出資金 △749 出資金 △749

工事負担金

工事負担金 工事負担金

国庫支出金 △45,020

国庫支出金 △45,020 国庫補助金 △45,020

（支　出）

既決予定額 補正額 計

△43,237

建設改良費 △45,500

施設改良費 △43,000 配水管工事費 △40,000

調査費 △3,000

浄水施設費 △3,500

配水施設費

営業設備費 △2,500 量水器購入費 △2,500

返還金

出資金返還金 出資金返還金

備考

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款　項　目

（単位：千円）

款　項　目 備考

資本的支出

（単位：千円） （単位：千円）

項　　　目 既決予定額 補正予定額 合　計

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
減損損失
貸倒引当金の増減額（△は減少） △262
退職給付引当金等の増減額（△は減少） △29,469 △15 △29,484
長期前払消費税の増減額（△は増加）
長期前受金戻入額 △236,348 △8,000 △244,348
受取利息及び配当金 △43 △43
支払利息 △7,839
固定資産除却費
固定資産売却損益（△は益）
有価証券売却益
リース取引差額調整額（△は益）
未収金の増減額（△は増加） △36,934 △34,884
未払金の増減額（△は減少） △717
たな卸資産の増減額（△は増加） △1,819 △1,301
前払金の増減額（△は増加）
前受金の増減額（△は減少）
その他流動資産の増減額（△は増加）
その他流動負債の増減額（△は減少）
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △153,988 △146,149
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △910,576 △876,581
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出
無形固定資産の売却による収入
出資による支出
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
国庫補助金等による収入 △45,020
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 △26,704
国庫補助金等返還金 △2,263 △2,263
長期貸付金による支出
長期貸付金の回収による収入
長期貸付金の貸倒回収不能額
短期貸付金による支出
短期貸付金の回収による収入
短期貸付金の貸倒回収不能額
投資活動によるキャッシュ・フロー △763,495 △724,763

財務活動によるキャッシュ・フロー
一時借入れによる収入
一時借入金の返済による支出
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 △50,300
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △506,388 △506,388
その他の企業債による収入
その他の企業債の償還による支出
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出
その他の他会計借入金による収入
その他の他会計借入金の返済による支出
財務活動によるキャッシュ・フロー △68,988 △50,300 △119,288

資金に係る換算差額
資金増加額（又は減少額） △44,976 △14,384
資金期首残高
資金期末残高

平成２９年度新発田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（第２号）

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）
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（単位：千円）

項　　　目 既決予定額 補正予定額 合　計

業務活動によるキャッシュ・フロー
当年度純利益
減価償却費
減損損失
貸倒引当金の増減額（△は減少） △262
退職給付引当金等の増減額（△は減少） △29,469 △15 △29,484
長期前払消費税の増減額（△は増加）
長期前受金戻入額 △236,348 △8,000 △244,348
受取利息及び配当金 △43 △43
支払利息 △7,839
固定資産除却費
固定資産売却損益（△は益）
有価証券売却益
リース取引差額調整額（△は益）
未収金の増減額（△は増加） △36,934 △34,884
未払金の増減額（△は減少） △717
たな卸資産の増減額（△は増加） △1,819 △1,301
前払金の増減額（△は増加）
前受金の増減額（△は減少）
その他流動資産の増減額（△は増加）
その他流動負債の増減額（△は減少）
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額 △153,988 △146,149
業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △910,576 △876,581
有形固定資産の売却による収入
無形固定資産の取得による支出
無形固定資産の売却による収入
出資による支出
有価証券の取得による支出
有価証券の売却による収入
国庫補助金等による収入 △45,020
一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 △26,704
国庫補助金等返還金 △2,263 △2,263
長期貸付金による支出
長期貸付金の回収による収入
長期貸付金の貸倒回収不能額
短期貸付金による支出
短期貸付金の回収による収入
短期貸付金の貸倒回収不能額
投資活動によるキャッシュ・フロー △763,495 △724,763

財務活動によるキャッシュ・フロー
一時借入れによる収入
一時借入金の返済による支出
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 △50,300
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △506,388 △506,388
その他の企業債による収入
その他の企業債の償還による支出
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金による収入
建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出
その他の他会計借入金による収入
その他の他会計借入金の返済による支出
財務活動によるキャッシュ・フロー △68,988 △50,300 △119,288

資金に係る換算差額
資金増加額（又は減少額） △44,976 △14,384
資金期首残高
資金期末残高

平成２９年度新発田市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（第２号）

（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）
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１　総括

（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員数(外書き)

区　分

補正後

補正前

比　較

区　分

補正後

補正前

比　較

手
当
の
内
訳

△270  

合　　計

比
較

損益勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

資本勘定
支弁職員

補
正
前

損益勘定
支弁職員

手　　当

資本勘定
支弁職員

法定福利費 合　　計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

計

給　　与　　費

(千円) (千円) (千円) (千円)

通勤手当 住居手当 夜間勤務手当 退職給付費

△32  

時間外勤務手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 管理職手当 特殊勤務手当

合　　計

(人)

区　分

合　　計

給　　料
職員数

給　与　費　明　細　書

補
正
後

損益勘定
支弁職員

２　給料及び手当の増減額の明細

 給与改定に伴う 給与改定による 給与改定の状況

 増減分 増減 給料の改定率

千円 給与改定実施時期

 制度改正に伴う 制度改正による 期末手当

 増減分 増減 勤勉手当

千円

 その他の増減分 その他による増減 扶養手当

千円 通勤手当

住居手当

退職給付費

３　給料及び手当の状況

(1)職員1人当たり給与

(2)初任給

区　　分 事務・技術職(円)
一般会計の制度

一般行政職(円) 技能労務職(円)

高　　校　　卒

(円)

(円)

職種（事務・技術職）区　　　分

(円)

(円)

(歳)

平成30年1月1日現在

手当 △32 千円

千円

大　　学　　卒

千円

平 均 年 齢

平成29年4月1日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 (歳)

△49

給料

△49

増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説　明 備　考

△270 千円

千円

千円

平成29年4月1日

区分
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２　給料及び手当の増減額の明細

 給与改定に伴う 給与改定による 給与改定の状況

 増減分 増減 給料の改定率

千円 給与改定実施時期

 制度改正に伴う 制度改正による 期末手当

 増減分 増減 勤勉手当

千円

 その他の増減分 その他による増減 扶養手当

千円 通勤手当

住居手当

退職給付費

３　給料及び手当の状況

(1)職員1人当たり給与

(2)初任給

区　　分 事務・技術職(円)
一般会計の制度

一般行政職(円) 技能労務職(円)

高　　校　　卒

(円)

(円)

職種（事務・技術職）区　　　分

(円)

(円)

(歳)

平成30年1月1日現在

手当 △32 千円

千円

大　　学　　卒

千円

平 均 年 齢

平成29年4月1日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢 (歳)

△49

給料

△49

増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説　明 備　考

△270 千円

千円

千円

平成29年4月1日

区分
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(3)級別職員数

（注）（　）内は、再任用短時間勤務職員数(外書き)

（級別の標準的な職務内容）

(4)昇給

(5)特殊勤務手当

(6)期末手当・勤勉手当

(7)定年退職及び早期退職募集に係る退職手当

(8)その他の手当

有

一般会計の制度 有

補正なし

補正なし

補正なし

支給期別支給率
支給率計 職制上の段階、

職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置

6月区　分

本　年　度

１　　級

補正なし

計

補正なし

１　　級

計

３　　級

平成30年1月1日現在
５　　級
４　　級

６　　級

区　　分
事務・技術職

級 職員数(人) 構成比(％)

３　　級

２　　級

平成29年4月1日現在
５　　級
４　　級

８　　級
７　　級

７　　級

(月分) (月分) (月分)

２　　級

８　　級

有

備　考12月

６　　級

前　年　度


